




張　  櫻　馨 
Ⅰ　はじめに
　1976 年代後半から証券アナリストを始めとする実務界を巻き込んで、大い

































　これらのことが背景となり、財務会計基準委員会 (Financial Accounting 
Standards Board；FASB) は、1976 年 12 月に財務会計基準書 (Statement of 
Financial Accounting Standards ; SFAS) 第 14 号「営利企業のセグメント報告」
(Financial Reporting for Segments of a Business Enterprise) を公表し、製品や






在していた（Ettredge et al., 2000）。このようなセグメント情報をめぐる議論
は約 20 年間繰り返された。そして、ようやく 1997 年に FASB は、第 14 号
に取って代わる第 131 号「企業のセグメント及び関連情報に関する開示」
(Disclosure about Segments of an Enterprise and Related Information) を公表
し、セグメントを区分する方法をマネジメント・アプローチに変更した1。












て、SFAS 第 131 号の導入がセグメント情報の有用性の向上をもたらしている















3 Berger and Hann(2003) では、SFAS 第 131 号の導入によって、証券アナリスト予想の精度が有意
に向上したという結果を得ている。また、Botosan and Stanford(2005) は、単一セグメントから
複数セグメントを開示するようになった企業を対象に検証を行った結果、SFAS 第 131 号の導入に
よって、セグメント情報の信頼性とアナリスト予想のコンセンサスが向上したと結論付けている。
4 Ettredge et al.(2005) では、将来利益反応係数 (forward earnings response coeﬃ  cient；FERC) を用
いて、SFAS 第 131 号が市場の将来利益を予想する能力にもたらす影響について検証を行った。そ
の結果は、SFAS 第 131 号の導入によって、複数セグメントを開示する企業の FERC が有意に増加
していることを示している。            




　Herrmann and Thomas(2000) では、Fortune 500 が 1998 年に発表した規
模が上位 250 社のアメリカ企業のうち、SFAS 第 131 号に基づく初年度のセ
グメント情報と、SFAS 第 14 号に基づく最終年度のセグメント情報の両方を
入手できるなどの基準を満たす上位 100 社を対象に、セグメントの区分方法、
報告セグメント数、セグメントの内訳と地域別関連情報について調査を行っ
ている。まずセグメントの区分方法に関する調査から、SFAS 第 14 号の下で
は、事業別セグメント情報を開示した企業が 13 社、地域別セグメント情報を
開示した企業が 20 社、その両方を開示した企業が 57 社であり、残りの 10
社はセグメント情報を開示していなかったという結果を得ている。これに対
し、SFAS 第 131 号の下では、製品またはサービスでセグメントを区別した企
業 (71 社 ) が最も多いこと、100 社のうちの 68 社はセグメントを再区分した
ことと、SFAS 第 131 号の適用によって単一セグメントしか開示していなかっ
た 10 社が複数セグメントを開示するようになったことが明らかとなった。ま
た、セグメントの区分方法について、上記の製品やサービスと地域のほか、法




　Herrmann and Thomas(2000) はセグメント数の変化も調査している。その
結果、新基準の適用によって、100 社のうちセグメント数が増加した企業は




ト情報を対象として調査した結果、SFAS 第 131 号の導入によって地域別セグ
メント情報は広範になったが、地域別セグメント情報の内訳が平均で 3.3 か
ら 2.2 項目に減少したことを示している。これらの結果から、Herrmann and 
157
張　マネジメント・アプローチの適用がもたらすセグメント情報の変化
Thomas(2000) は、SFAS 第 131 号の導入は全体的にセグメント情報の量の増
加をもたらしていると考えられるが、地域別セグメント情報に関しては、以前
より乏しくなった可能性があると結論付けている。
　Berger and Hann(2003) も Herrmann and Thomas(2000) と同様に SFAS 第
131 号の導入が報告セグメント数に与える影響について調査を行っているが、
セグメント情報を収集する方法に特徴がある。従来の先行研究では、SFAS 第
131 号に基づく初年度のセグメント情報と、SFAS 第 14 号に基づく最終年度
のセグメント情報を比較することによって、セグメント数の変化を把握してい
るが、Berger and Hann(2003) は異なる方法を採用している。SFAS 第 131 号
では、セグメント情報の比較可能性を確保するため、SFAS 第 131 号を導入す
る初年度に、SFAS 第 14 号に基づく前年度のセグメント情報をマネジメント・










　Berger and Hann(2003) では、サンプル企業の 75%に相当する 2,264 社が
SFAS 第 131 号導入前後におけるセグメント数が同じであることを明らかにし
た。その一方、新しいアプローチの導入によってセグメント数に変化が生じた
企業の存在も確認している。具体的には、サンプル企業のうち、セグメント数
が増加した企業は 691 社で、逆にセグメント数が減少した企業は 44 社である
という結果を得ている。さらに、セグメント数が増加した企業のうち、セグメ
ント数が 1 つ増えた企業 (357 社、49% ) が最も多く、その次がセグメント数
が 2 つ増えた企業 (207 社、28% ) であることも報告されている。
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Accounting Standards Board；IASB) は、SFAS 第 131 号とほぼ同じ内容で、
2009 年 1 月 1 日から開始する年度より適用する IFRS 第 8 号「事業別セグメ
ント」(Operating Segments) を公表した。日本では、IFRS との差異を解消する
狙いもあり、2008 年 3 月にマネジメント・アプローチを採用する企業会計基
準第 17 号「セグメント情報等の開示に関する基準」を公表した ( 以下、新基
準と略す )。その適用は、2010 年 4 月 1 日からとなっている。





のみである。円谷 (2011) では、Herrmann and Thomas(2000) と同様に、事業
の種類別アプローチを適用する最終年度のセグメント情報(2010年3月期)と、
マネジメント・アプローチを適用する初年度 (2011 年 3 月期 ) のセグメント
情報を用いて、新基準の導入が報告セグメント数に与える影響を検証している。




た企業 285 社を対象とする検証から、その 47%にあたる 134 社が複数セグメ
ントを開示するようになったことも報告されている。
　円谷 (2011) や Herrmann and Thomas(2000) が採用している検証方法は、
5   例えば、大倉 (2002)、山地 (2005)、大日方 (2005) などがある。

















アプローチを適用する初年度の 2011 年 3 月期の有価証券報告書では、2011
年3月期のマネジメント・アプローチに基づくセグメント情報の開示と同時に、
事業の種類別アプローチに基づく前年度 (2010 年 3 月期 ) のセグメント情報
とマネジメント・アプローチに基づく前年度 (2010 年 3 月期 ) のセグメント
情報の両方を開示する必要がある。そこで、本稿では、EDINET、eol と各社の
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 (2) 3 月期決算ではない企業
 (3) 2010 年 3 月期から 2011 年 3 月期にかけて新規に上場した企業
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　2011 年 3 月末に東証一部に上場している企業は 1,676 社である。その中か
ら、上記 (1) 個別財務諸表しか開示していない企業 76 社、(2)3 月期決算では
ない企業 304 社、(3)2010 年 3 月期から 2011 年 3 月期にかけて新規に上場
した企業 23 社、(4)2010 年 3 月期に会計年度を変更した企業 8 社、(5) 銀行業、
証券・商品先物取引業、保険業とその他金融業を合わせた金融系企業 133 社、
(6) 日本基準を採用していない企業 31 社と (7) 上場廃止などでデータを入手で
きない企業 22 社、合計 597 社が除外された。その結果、本稿のサンプルとなっ
たのは 29 業種にわたる 1,079 社である。
　
Ⅴ　マネジメント・アプローチの導入前後における報告セグメント数の変化
　図表Ⅴ ‐ １は、2010 年 3 月期における事業の種類別アプローチとマネジ
メント・アプローチのそれぞれのセグメント数7の分布を示している。まず、
単一セグメントしか開示していない企業 (294 社 ) が最も多く、その次が 3 セ
グメント (262 社 ) と 2 セグメント (212 社 ) を開示する企業となっている。し
かし、同じ会計年度でマネジメント・アプローチを適用した場合、セグメント
数が 3 セグメント (271 社 ) と 4 セグメント（262 社）に集中するように変化
している。その次が 2 セグメントを開示する企業 (166 社 ) となっている。



































































示していなかった 294 社のうち、109 社は新基準導入後も単一セグメントの





























x6Ë'* 109 176 9 294
DE6Ë'* 0 776 9 785





































後におけるセグメント数が同じであるサンプル企業数 (579 社、54% ) を示し
ている。太線で囲まれている部分は、新基準導入後にセグメント数が新基準導
入前よりも減少したサンプル企業数 (61 社、6% ) が報告されている。図表Ⅴ
‐ ４から明らかなとおり、サンプル企業の多く (421 社、40% ) は新基準の導
入によってセグメント数を増加させている。最も増加させた企業は 8 セグメ
ント (2 セグメントから 10 セグメントに ) を増やしており、その次が 7 セグ
メント (3 セグメントから 10 セグメントに ) で、それぞれ 1 社である。
　本稿では、さらに新基準の導入前後でセグメント数が変化した企業に焦点を
あて、セグメント数の増減数に基づいてサンプル企業数を集計した。その結果
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 oX
1 109 39 51 51 23 9 1 2 0 0 285
2 0 115 47 31 9 6 0 1 0 1 210
3 0 10 154 59 28 7 1 0 0 1 260
4 0 1 15 101 20 7 3 1 0 0 148
5 0 1 3 17 60 11 1 2 0 0 95
6 0 0 0 3 6 28 4 0 0 0 41
7 0 0 1 0 1 2 8 3 2 0 17
8 0 0 0 0 1 0 0 3 0 0 4
9 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1
10 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0






































































　図表Ⅵ ‐ １では、新基準導入前におけるサンプル企業 1,079 社のうち、事
業別型に分類されているのが 936 社 (85% ) で、残りの 143 社 (13% ) は地域
別型に分類されていることが示されている。事業別型に分類されている 936
社のうち、事業別と地域別の両方とも単一セグメントしか開示していなかった
企業 130 社 (12% ) が含まれている。すなわち、新基準導入前において、この
130 社以外の企業は事業別と地域別のいずれかが複数セグメントで開示され
ていたことを意味する。一方、新基準導入後では、事業の種類別でセグメント
を区分する企業は若干減少したが、それでも大半の企業 (887 社 ) は事業の種
類別でセグメントを区分していることが明らかとなった。また、新基準導入前
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プ別型 (4 社 ) の企業の出現である。
　複合型に分類された企業は、大林組、カゴメ、三井倉庫など 17 業種にわたっ








2 セグメントから 10 セグメントに増加させた。
　企業グループ別型に分類されたのは、第一三共、燦ホールディングス、オー

























いる企業が最も多く、979 社にも達しており、その次が経常利益の 58 社、当













一セグメントしか開示していなかった 130 社 ( 以下、単一セグメント・サン
プルと記す ) である。そこで、この 130 社を対象に新基準の導入がもたらす
影響を検証することにする。
I8z z kol Ó8)gz  oX
I8z 847 36 38 3 12 936
z 40 92 4 1 6 143
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　まず、図表Ⅶ ‐ １は、新基準導入後における単一セグメント・サンプルの
セグメント数の分布を示している。130 社のうちの 67 社は、新基準導入後も
単一セグメントしか開示していないが、残りの 63 社のうち、2010 年 3 月期










最も多く、120 社 ( 導入後も単一セグメントのままである 67 社を含む ) にも
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